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はじめに 

全国各地の自治体において毎年防災訓練

が実施されていますが,ここ20年間は,大規

模地震対策特別措置法(以下「大震法」とい

う。)の影響もあり,地震対応の防災訓練が

重点になりました。 

埼玉県においても,昭和 55 年以降は地震

対応の訓練に固定されたかの観があります。 

防災訓練は,災害対策基本法(以下「災対

法」という。)に実施義務が定められていま

すが,ご存知のように,この法律は昭和34年

の伊勢湾台風の教訓を踏まえて制定された

ものです。 

つまり,大震法の制定以前は,水害対策と

地震対策の訓練をバランスをとりながら実

施していましたが,同法の制定以後は,地震

対応の防災訓練のみを行うという傾向にな

りました。 

そこで,本県でも,防災関係機関が参加す

る総合的な防災訓練のため,訓練の実施要

領を定めているので,これをまとめた実施

概要に説明を加え,本題のテーマに答えよ

うと思います。 

まず,平成 12 年度の実施概要は資料 1 の

ように定めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 目的について 

(1)当初 

本県では,昭和 55 年から六都県市合同防

災訓練として,平成4年からは七都県市合同

防災訓練として防災訓練を実施しています。 

当初の地震想定は南関東地震で,1923年9

月 1 日に発生した関東大震災程度の地震対

応を考えたもので,この地震は震源から半

径百数十km地域に被害を与えるため一つの

都県市が壊滅し,到底一つの都県市では対

応できない被害を与えます。 

この被害に対し,首都機能と首都圏 3,000

万人住民の対応を考え,他の都県市が連携

して応援し,被災都県市以外の首長が被災

都県市の訓練会場(中央会場)に駆け付ける

という訓練でした。(中央中心型訓練) 

もちろん,東海地震も考慮しており,この

地震の東海地域の被害割合(%)と,関東地域

の絶対数(人数及び倒壊家屋数)を比較し,

東海地震の影響は東海地域より南関東の被

害が大きいだろうというもので,東海地震

の強化地域が含まれる神奈川県は,他の都

県市とは異なった対応をしています。 

 

 

特集 
□総合防災訓練の概要と課題について 

―埼玉県防災訓練からの発信― 

松 本 光 久 専門調査員

防災訓練 1 

埼玉県環境防災部消防防災課
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つまり,この訓練は,一つの都県市が壊滅

的な被害を受ける関東大地震に対し,他の

都県市が連携して救援するという趣旨でし

たが,訓練の必要性を訴えるため,規模の重

大性がある南関東地震が必要であり,可能

性の無い空想の地震は住民の納得が得られ

ないだろうという判断でした。 

 

 

 

 

 

(2)変化 

訓練の想定に変化が現れたのは,昭和 63

年の中央防災会議地震防災対策強化地域指

定専門員会の意見が発表されてからでした。

(資料 2) 

その意見には「関東大地震クラスの地震

の発生は 100 年か 200 年先」とあるため,被 
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災都県市以外の首長が中央会場に救援に駆

け付ける中央中心型の訓練を見直さざるを

得ない状況になりました。 

また,意見には「直下の地震の発生は,あ

る程度の切迫性を有している」とあるため,

被災地域が震源の直径数10km規模の地震の

対応は,都県市の問題ではなく一の市町村

の問題,それを管轄する都県市内部の対応

となり,広域応援を除いては,都県市が連携

する必要性に疑問が生じてきました。 

 

 

その後,各都県市の首長が一同に会する

中央中心方式と各都県市の自主性に任せる

地域重点型の訓練が交互に行われ,今は地

域重点型のみを行うようになりました。 

なお,この「ある程度の切迫性」について

は,時の座長が「10 年～20 年先」と補足説

明したことから,直下型地震は今発生して

もおかしくないことになります。 

(資料 3) 
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(3)用語 

目的の中で使われている言葉の使い方に

は,各機関が個別で行っている訓練を合わ

せた「合同」,実際にあるものを活用しない

「実践的」,参加機関が連携しない「総合的」,

という実施上の課題がありますが,目的と

いう範疇の中の用語として,寛大な御理解

をお願いいたします。 

 

 

2 実施日時について 

(1)時期は変えられない 

本県の地震発生時刻は,平成9年からX時

XX 分とされ,訓練当日に知事が決めること

になりました。 

9 月 1日の実施日は,この日が「防災の日」

であること,七都県市の連携訓練の一環で

あること,から他の日に動かすことは困難

でありますが,連携の意義が低下した現在,

この日にこだわる必要もない,という意見

もあります。 

しかし,「防災の日」が関東大地震の教訓

を風化させないこと,立春から210日目頃の

台風襲来の時期と重なること,防災に対す

る国民の意識を喚起する趣旨からして,特

に意味の無い日に訓練をすると訓練の意義

が低下することにならないでしょうか? 

このことは,1 月 17 日が阪神淡路大震災

により同様の地震被害に遭ったことで特別

な日となるのと同じ意味にを持っていると

考えます。この日以外での訓練は多数の死

者への鎮魂の思い,記憶を風化させない意

思を強く表明することになりうるのでしょ

うか? 

つまり,何の教訓を踏まえて訓練をする

かという説明を,特に言葉で言わなくても

自然に受入れてもらえる利点は重要である

と思います。 

(2)時刻は決めない 

また,本県は阪神淡路大震災以後,地震の

発生時刻を事前に示さない訓練を実施して

います。 

X 時 XX 分の意味については,何時に災害

が発生しても,人が安全に活動できるのは

明るい昼間であること,夜間活動できるの

は特殊な照明器具を持っている限られた機

関であること,装備を持たない機関が夜間

に活動すれば 2 次災害が発生する危険があ

ること,更に防災関係機関の活動内容は,法

令や計画によりあらかじめ決められている

(消防,警察,自衛隊を除き,どのように条件

を変えても機関の活動内容は決まっており,

他の機関に肩代わりさせることはできな

い)ことから考えてみました。 

打合せの時,訓練参加機関に混乱を与え

ましたが,訓練現場の到着時に現場の想定

を与える指示書による参加形態に変わりま

した。 

この方式は,実災害の時,応援に駆け付け

る機関に,地元が被害や活動の参考となる

情報を提供する際に役立つと考えられます。 

また,情報伝達の面からは,日常の業務

(事故や小災害)の連携の中で,施設の稼動

確認、を含めて検証していけばよいと思わ

れるので,時刻を決めないことの意味合い

は低いものと思われます。 
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(3)地元の役割 

実災害時,応援機関に被災状況等の情報

を提供することは,救援活動を効果的に進

めるため重要なことですが,地元で最も身

近に災害情報を掌握しているのは消防機関

です。 

災害対策本部の設置は,消防の対応能力

を超えた状況に対し,消防が市町村に求め

る対策ですが,市町村の災害対策本部の能

力を超えた災害に対しては,消防機関が,応

援機関に対し適切な情報と救援活動の内容

を与えることが重要になってきました。 

 

 

3 訓練場所について 

(1)会場型 

訓練場所の設定は,訓練の目的と内容を

決定し,訓練の成果に大きな影響を及ぼす

ことから,訓練の重要な部分を占めます。 

防災訓練を実施しようとするとき,住民

が参加しやすい環境と防災関係機関が実施

しやすい環境は,防災思想の啓発普及と災

害対策の技術習熟のいずれかに重点を置く

かによって,訓練場所が変わってきます。 

地震想定の訓練では,地震災害の現場を

どこか広い空地に再現して訓練を行う会場

型の訓練が流行になり,広い空地を確保す

るため河川敷で地震対応の訓練を行う団体

もあります。 

広い空地さえあればそこに地震現場を再

現でき,住民へのアピールや視覚に訴える

構築物を設定できること,防災関係機関の

訓練のしやすい会場を作れることから,会

場型訓練は訓練方式の主流となっています
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が,訓練を専門に扱う 

業者の台頭ともに,イベン 

ト的な見せる訓練,実際に 

存在しないような建物,訓 

練のための施設など,実践 

に即する視点からは離れて 

くる傾向があります。(写 

真 1) 

(2)状況対応型(市街地型) 

水防訓練では,河川敷等 

で実際に川の流れを見なが 

ら実施する状況に対応した 

訓練を行うのが通常です。 

防災関係機関が訓練を 

するのであれば実際の状 

況(市街地などを)利用した 

方が実際的な訓練を行える 

が,これが実践的とは言え 

ないところもあります。 

実際の町並みを利用した 

訓練を状況対応型,あるい 

は市街地型と言い,先の 9 

月 3日の東京都防災訓練 

はこれを取り入れていま 

した。 

市街地型訓練は,実際にある施設管理者

の協力を得て訓練に活用する極めて実際的

なものですが,実際には被害が生じていな

い施設に被害があったと仮定して行うもの

なので,地震対応の訓練としてはアピール

度が低くなります。 

訓練の内容も,特に構築物等を配置しな

い限り,防災関係機関が日常個別に行って

いる訓練と大差がないもので,消防の消火, 

救急救助,警察の交通規制,自衛隊の支援活 

動,ライフライン(和製英語ですが一般に使

われているので生活関連施設という意味で

使います。)機関の工事と変わり映えがしな

いものになっています。 

しかし,市街地などで行われる状況対応

型の訓練は,日常行われている活動が,特別

な訓練環境(会場)を設定しなくても与えら

れた環境に合わせて行うこと,更に関係機

関の連携に重点を置くことで,会場型訓練

や個別訓練と異なった目的の総合防災訓練
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が行えると考えられます。(写真 2) 

 

 

4 主催について 

(1)共催 

総合防災訓練の実施主体は,通常自治体

であり,関係機関は担当事務に関連した個

別訓練を持って参加する場合が多く,この

個別訓練の組み合わせを総合訓練とするた

め,災害について総合調整的な役割を担う

部門が担当しています。 

当初,総合防災訓練というものが,市町村

にはなじみが薄く県と共催で行う場合が多

くありましたが,県の参加は訓練の成果を

多く期待するため,参加機関,人員,視覚効

果の設備が多くなり,イベント的になりま

した。 

市町村では,それまで地域に密着した訓

練を行っており,県との共催でイベント的

要素を取り入れた訓練を実施したが,以後,

イベント的な訓練を続けたり,また元の地

域密着型の訓練に戻したり,共催によりそ

れなりの検証は行われたようです。 

この共催は,総合防災訓練が理解される

までの過渡的な段階あるので,今後はでき

るだけ実際に即した方向に進むべきで,こ

れは県と市町村の役割の基づいた訓練を意

味し,県には新たな役割を見つけて,訓練に

関与することが望まれます。 

つまり,実災害において県が担うべき役

割に基づく訓練の関与を目指すものです。 

(2)共催相手 

当初は,市町村の財政規模や人員動員規

模により,県が共催相手を求めていたこと

もあり,ほとんどが大きな市との共催で実

施していましたが,この都市を一巡した現

在は,町との共催訓練にも取り組むことに

なりました。 

この中で災害対策の実効性が疑われる場

面に出会いました。 

大きな市の場合,消防事務や水防事務の

管理者は,そこの首長が担い,また消防組合

や水防組合に加入している場合の管理者も,

構成団体の中で有力な位置を占める団体の

首長がこの任に当たっている場合が多いも

のです。 

しかし,構城団体の副管理者的な位置に

ある町村の首長は,消防組合や水防組合の

職団員を管理者の了承なしには使うことが

困難なようで,この職団員も町村の首長の

意図より,組合管理者の意図を優先する傾

向がみられ,実災害時に懸念を覚えるもの

でした。 

 

 

5 参加人員について 

(1)参加者 

参加する人数は,訓練の成果を数値的に

示すものと思われ,どの訓練においても重

要視されます。 

多くの機関や住民が参加する訓練は,首

長にとって知名度と行政実績を住民に示せ

るものですし,併せて住民の災害への対応

力が高まれば,その恩恵は住民自身が受け

られることになります。 

積極的に訓練に参加する人々が少なくな

る現在,参加しやすい環境作りのためバス

等で送迎を行うこともありますし,参加の

見返りのための訓練グッズや保存食のお土

産を配布することもありますが,住民の方
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には 1 年に 1 日くらいは防災について考え

てもらう機会も必要であると考えられます。 

(2)裏方 

防災関係機関はそれぞれの防災計画に基

づき訓練に参加するわけですが,訓練全体

の運営に携わる自治体の職員は,いわゆる

裏方の業務に忙殺され,訓練評価等が十分

に行えないといった問題を抱えることにな

り,自治体の基本的な役割が果たせている

と言えるか,疑問を感じるのは私だけでし

ょうか? 

いま自治体職員の危機管理のあり方が問

われている時に,訓練の成果を検証する確

率した手法のない中,いわば手探りで実施

しているのが大方ではないでしょうか。 

地方自治体の基本的役割の一つである災

害時での住民の生命,身体,財産を保護する

応急活動の効果性を訓練で検証したいが,

裏方を務める防災担当職員が,その役割を

防災訓練では,必ずしも十分に担えない,自

己矛盾を抱えているのではないかと思いま

す。 

また一方,訓練では,参加する住民や学生

等については,避難住民と見立てて,より良

い避難行動を各自学び取ってもらう契機と

することが可能であるが,来賓や見学者に,

教訓や実災害時に望ましい危機回避行動等

を,訓練を通じて学び取ってもらうため,動

機付けをどのように行うかも忘れてはなら

ない視点であると考えます。 

訓練の組み立てを考えるとき,来賓を含

む参加者の関りを,総合防災訓練ではどう

位置付け,個別訓練ではどう位置つければ

よいかを,十分吟味する必要があるものと

考えています。 

6 被害想定について 

被害の想定は,訓練を行う地域に,どのよ

うな地震が発生する可能性があるか?とい

う点と,その地域にどのような影響を及ぼ

すか?という点から設定しますが,現在どの

自治体においても,活断層の調査や被害想

定調査を行っており,対応すべき地震や被

害が示されております。 

関係機関を巻き込んで行う総合訓練であ

るので,単なる想像では説得性がありませ

んし,取り組む意欲も低下します。 

オオカミ少年的な発想では,いつかは住

民にあきられますし,予算の無駄使いとの

指摘を受けるので,キチッとした根拠に基

づいた想定と被害見積を被害想定の中に組

み込む必要があります。 

 

 

おわりに 

関係機関や住民に配布する要領に記載す

る事項は,説明できる根拠を持つ必要があ

るという意味で,本県の訓練概要から表題

のテーマについて述べさせていただきまし

た。 

字数の関係で概略のみを述べ,理解しに

くい面もありますが,御容赦願います。 

なお,防災訓練には,このように実際の機

関を動かす訓練の他に,図上シミュレーシ

ョンによる演習がありますが,これは災害

対策本部の運営には必要な訓練で,意思決

定をおこなう重要な訓練手法であり,今後

取り組むべき訓練と思われます。(写真 3) 

先日,この手法による演習に参加したと

きの水害訓練では,水害状況を地図上に記

載したところ,避難所と備蓄倉庫の半数が
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水没することとなり,水害対策と地震対策

の問題点が浮かび上がってしまいました。 

いずれにしても,新たな訓練方法に取り

組み, また種々の訓練手法を組み合わせる

ことで,異なった視点からの教訓を得るこ

とが,実効性ある対策につながるものと信

じ,今後の事務に取り組むよう考えていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


